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中期経営計画（2026年 3月期～2028年 3月期）策定のお知らせ 

～連結体制への移行およびグループ体制の強化を踏まえた中期経営計画を策定～ 

 

株式会社データ・アプリケーション(本社：東京都中央区、代表取締役社長：安原 武志、略称：DAL、スタ

ンダード市場：3848）は、2026年 3月期から 2028年 3月期までの 3ヶ年を対象とする新たな中期経営

計画を策定しましたのでお知らせいたします。 

 

当社は、2024年 7月に株式会社WEEL（以下、WEEL社）を完全子会社化し、2025年 4月にはデジ

タルトランスコミュニケーションズ株式会社（以下、DTC 社）および株式会社メロン（以下、メロン社）を新

たにグループに迎え入れ、2025年 3月期中間期より連結決算へと再移行しております。これに伴い、従

来の中期経営計画（2025 年 3 月期～2027 年 3 月期）で掲げた目標の一定の達成が見込まれること、

ならびに連結ベースでの成長戦略・数値目標を市場に提示する必要性から、新たな中期経営計画

（2026年 3月期～2028年 3月期）を策定いたしました。 

 

本中計では、「個人と組織がともに成長し続ける DIGITAL WORKを実現する」をビジョンに掲げ、技術

革新や市場構造の変化が加速する不確実性の高い時代（VUCA 時代）においても、持続的な成長を可

能とする企業基盤の構築を目指します。 

 

その実現に向けて、①事業領域の拡大・開拓、②収益安定性の向上、③人的資本経営の推進という三

本の柱を中核に据え、グループ全体の連携を一層強化してまいります。 

 

当社のデータ連携技術を根幹に、WEEL 社による生成 AI の活用、DTC 社による EDI/EAI のビジネ

スインフラソリューション、メロン社による時系列解析や大規模言語モデル（LLM）を活用した AI 開発の

知見を結集することで、高度なデータ活用を実現する次世代データプラットフォームの構築を推進します。 

今後は、これらの技術シナジーを活かし、業務効率化や意思決定支援といった新たな価値を提供するこ

とで、持続的な成長と企業価値の向上を図ってまいります。 

 

また、人財の多様性や柔軟な活用を推進する人的資本経営を通じて、グループ全体の組織力と事業推

進力の向上を図ります。 

本中計では、将来的な経営環境の変化にも柔軟に対応できるよう、安定的かつ成長性のある事業ポー

トフォリオの構築に取り組み、資本効率の向上と財務健全性の両立を図るとともに、株主資本コストと株

価を意識した経営を一層推進してまいります。 

 

 



■概要 

（１）対象期間：2026年 3月期から 2028年 3月期（3 ヶ年） 

（２）ビジョン「個人と組織がともに成長し続ける DIGITAL WORKを実現する」 

 

■事業戦略 

・事業領域の拡大・開拓 

・収益安定性の向上 

・人的資本経営の推進 

 

■計数計画 

2028年 3月期目標値は、以下のとおりです。 

 ・売上高：60億円 

 ・EBITDA：10億円 

※EBITDA＝営業利益＋償却費＋株式報酬費用 

 

■財務方針 

資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、株主還元の基本方針は変更せず、ROE目標値、配当

下限額を設定いたします。 

（１）資本コストを超える ROEの実現 

     2028年 3月期目標値：15％以上 

（２）株主還元の安定化及び拡大 

財務体質の強化と長期的な企業価値の向上をふまえ、 株主資本配当率（DOE）3.5％を目安に、

長期的・安定的な配当の維持を目指します。 

また、25円を配当下限額として、安定した配当を継続実施いたします。 

 

なお、キャピタルアロケーションを策定の上、バランスシート見直しを通じて創出したキャッシュを、成長

投資や財務健全化に振り向け、中長期的な企業価値の最大化に向けた好循環を構築してまいります。 

 

詳細につきましては、https://ssl4.eir-parts.net/doc/3848/tdnet/2609241/00.pdfをご参照ください。 

 

※本資料には、将来の業績計画に関する記述が含まれております。こうした記述は、現時点における経

済環境や事業方針などの一定の前提に基づき作成しており、潜在的なリスクや不確実性が含まれてい

ます。実際の業績は、様々な要因により事業計画とは大きく異なる結果となりえることを予めご承知おき

下さい。 

 

 

以上 

 

 

 

https://ssl4.eir-parts.net/doc/3848/tdnet/2609241/00.pdf


◆株式会社データ・アプリケーション（DAL）について 

DAL は、1992 年に UNIX 向けの製品をリリースして以来、EDI（電子データ交換）を中心にデータ

連携分野において信頼性の高いパッケージソフトウェア「ACMS（Advanced Communication 

Management System）シリーズ」を提供し、国内の EDIソフトウェア市場でリーダーシップを確立

しています。企業間・部門間・クラウド・SaaSなど分散したデータをボーダーレスにつなげるデ

ータ連携ソリューションは、すでに 3,004社 15,192サイトを越える企業のミッションクリティカ

ルなシステムで稼働しています。（導入数：2024年 3月末時点） 

今後は、個人と組織がともに成長し続ける DIGITAL WORKを実現するために、企業をつなげる、デ

ータをつなげる、人をつなげる、そしてナレッジ（知識）をつなげる、「つなげる」ために必要な

基盤技術「DAL PLATFORM」を提供してまいります。 

 

【HP】https://www.dal.co.jp/ 

【Facebook】https://www.facebook.com/DataApplications/ 

【X】https://x.com/dal_acms 

【note】https://note.com/dataapplications/ 

 

＜本件についてのお問い合わせ先＞ 

経営企画管理本部 

E-Mail：ir@dal.co.jp 

Tel：03-6370-0909 

 

※現在、働き方改革の観点から、在宅勤務と出社のハイブリッド勤務推奨のため、お電話でのお問い合わせの場

合、折り返しのお電話になりますことをご了承下さい。 

※当資料の内容には、将来に対する見通しが含まれている場合がありますが、実際の業績はさまざまな要素によ

り、これら見通しと大きく異なる結果となり得ることをご了承下さい。また、会社の業績に影響を与え得る事項の

詳細内容につきましては、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照下さい。しかしながら、業績に影響を与

え得る要素は「事業等のリスク」に記載されている事項に限定されるものではないことをご留意下さい。 

※ DAL, ACMS, ACMS Cloud, ACMS Apex, AnyTran, E2X, WebFramer, RACCOON, OCRtran, Placul は、株式会社デ

ータ・アプリケーションの日本および海外での商標または登録商標です。 

※ 本文中に記載されている会社名、製品名等は、各社の登録商標または商標です。 


